
平成17年11月17日平成18年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 カ メ イ 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 803 7 本社所在都道府県 宮 城 県

（ＵＲＬ http://www.kamei.co.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 亀 井 文 行
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 管 理 部 長

氏 名 川 瀬 　 実 Ｔ Ｅ Ｌ (     )022 264－6112
中間決算取締役会開催日 平 成 17年 11月 17日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
中間配当支払開始予定日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元  1,000株）

1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期      197,351     8.6       2,285    49.1       2,747    34.5
16年 9月中間期      181,690     1.0       1,533    19.6       2,042    12.5

17年 3月期      399,539－        4,434－        5,444－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期         △702 －         △18.90
16年 9月中間期        1,161    △2.4          30.94

17年 3月期        2,742－          72.30

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期     37,166,581株 16年 9月中間期     37,534,047株
17年 3月期     37,521,941株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当           0円00銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期           0.00－ 特別配当           0円00銭
16年 9月中間期           7.50－

17年 3月期 －          15.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期      127,977       42,195     33.0      1,241.66
16年 9月中間期      129,989       44,336     34.1      1,181.48

17年 3月期      131,860       45,977     34.9      1,225.36

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期     33,983,354株 16年 9月中間期     37,526,227株
17年 3月期     37,497,262株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期      3,608,615株 16年 9月中間期         65,742株
17年 3月期         94,707株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期      429,000       4,000         120         15.00         15.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           3円53銭

上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績
は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 記 載 の 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

 
１．中間貸借対照表   （単位：百万円、単位未満切捨）

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金 9,635  13,884  11,512  

受 取 手 形 1,730  1,806  1,668  

売 掛 金 36,932  33,490  39,207  

た な 卸 資 産 10,388  6,316  6,042  

そ の 他 6,151  7,983  4,777  

貸 倒 引 当 金 △  226  △  135  △  162  

流 動 資 産 合 計 64,613 50.5 63,345 48.7 63,046 47.8 

固 定 資 産       

有 形 固 定 資 産       

建 物 15,951  19,411  19,489  

土 地 22,287  25,349  26,363  

そ の 他 22,576  21,867  22,629  

減 価 償 却 累 計 額 △ 24,687  △ 25,030  △ 25,459  

有 形 固 定 資 産 合 計 36,127 28.2 41,597 32.0 43,022 32.6 

無 形 固 定 資 産 2,511 2.0 2,630 2.1 2,717 2.1 

投 資 そ の 他 の 資 産       

投 資 有 価 証 券 9,567  7,073  7,700  

関 係 会 社 株 式 7,973  7,553  7,982  

長 期 貸 付 金 3,509  3,525  3,378  

差 入 保 証 金 2,376  2,319  2,371  

そ の 他 3,000  3,059  3,235  

貸 倒 引 当 金 △ 1,702  △ 1,115  △ 1,595  

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 24,725 19.3 22,415 17.2 23,074 17.5 

固 定 資 産 合 計 63,364 49.5 66,643 51.3 68,814 52.2 

資 産 合 計 127,977 100.0 129,989 100.0 131,860 100.0 
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   （単位：百万円、単位未満切捨）

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

流 動 負 債       

支 払 手 形 29  28  7  

買 掛 金 29,252  26,977  28,927  

短 期 借 入 金 40,055  40,991  39,559  

賞 与 引 当 金 461  447  467  

そ の 他 5,833  5,417  4,962  

流 動 負 債 合 計 75,632 59.1 73,862 56.8 73,924 56.1 

固 定 負 債       

長 期 借 入 金 3,497  4,369  4,325  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 890  879  896  

そ の 他 5,760  6,541  6,735  

固 定 負 債 合 計 10,148 7.9 11,790 9.1 11,958 9.0 

負 債 合 計 85,781 67.0 85,652 65.9 85,882 65.1 

       

（ 資 本 の 部 ）       

資 本 金 8,132 6.4 8,132 6.3 8,132 6.2 

資 本 剰 余 金       

資 本 準 備 金 7,266  7,266  7,266  

資 本 剰 余 金 合 計 7,266 5.7 7,266 5.6 7,266 5.5 

利 益 剰 余 金       

利 益 準 備 金 2,033  2,033  2,033  

任 意 積 立 金 27,562  26,062  26,062  

中間（当期）未処分利益（△未処理損失） △  894  1,744  3,042  

利 益 剰 余 金 合 計 28,701 22.4 29,840 22.9 31,138 23.6 

土 地 再 評 価 差 額 金 △  285 △ 0.2 △ 1,710 △ 1.3 △ 1,708 △ 1.3 

その他有価証券評価差額金 2,327 1.8 845 0.6 1,215 0.9 

自 己 株 式 △ 3,948 △ 3.1 △   38 △ 0.0 △   67 △ 0.0 

資 本 合 計 42,195 33.0 44,336 34.1 45,977 34.9 

負 債 ・ 資 本 合 計 127,977 100.0 129,989 100.0 131,860 100.0 
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２．中間損益計算書   （単位：百万円、単位未満切捨）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％  ％  ％ 

売 上 高 197,351 100.0 181,690 100.0 399,539 100.0 
売 上 原 価 183,470 93.0 169,024 93.0 371,357 92.9 

売 上 総 利 益 13,881 7.0 12,666 7.0 28,182 7.1 

そ の 他 の 営 業 収 益 1,717 0.9 1,801 1.0 3,578 0.9 
営 業 総 利 益 15,598 7.9 14,468 8.0 31,760 8.0 

販売費及び一般管理費 13,312 6.7 12,934 7.2 27,325 6.8 

営 業 利 益 2,285 1.2 1,533 0.8 4,434 1.2 
営 業 外 収 益       

受 取 利 息 29  35  69  

受 取 配 当 金 135  150  319  
仕 入 割 引 205  191  405  

軽 油 引 取 税 還 付 金 124  119  251  

そ の 他 183  207  374  
営 業 外 収 益 合 計 678 0.3 704 0.4 1,419 0.4 

営 業 外 費 用       

支 払 利 息 164  155  324  
寄 付 金 29  24  47  

そ の 他 22  14  37  

営 業 外 費 用 合 計 217 0.1 195 0.1 409 0.2 
経 常 利 益 2,747 1.4 2,042 1.1 5,444 1.4 

特 別 利 益       

固 定 資 産 売 却 益 473  3  7  
関 係 会 社 株 式 売 却 益 340  －  －  

そ の 他 2  56  70  

特 別 利 益 合 計 816 0.4 60 0.0 77 0.0 
特 別 損 失       

固 定 資 産 売 却 損 913  21  26  

固 定 資 産 除 却 損 61  68  305  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1  －  4  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －  0  301  

減 損 損 失 3,140  －  －  
そ の 他 1  －  159  

特 別 損 失 合 計 4,118 2.1 90 0.0 797 0.2 

税引前中間(当期)純利益（△純損失） △  554 △ 0.3 2,012 1.1 4,725 1.2 
法人税、住民税及び事業税 1,115 0.6 45 0.0 90 0.0 

法 人 税 等 調 整 額 △  967 △ 0.5 805 0.5 1,892 0.5 

中間(当期)純利益（△純損失） △  702 △ 0.4 1,161 0.6 2,742 0.7 
前 期 繰 越 利 益 1,231  567  567  

土 地再評価差額金取崩額 △ 1,422  15  13  

中 間 配 当 額 －  －  281  
中間(当期)未処分利益（△未処理損失） △  894  1,744  3,042  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会

社株式 

 移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

 ② その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す） 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

 同左 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定しております） 

 ・時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

・時価のないもの 

 同左 

・時価のないもの 

 同左 

 (2) デリバティブ取引 

 時価法 

(2) デリバティブ取引 

同左 

(2) デリバティブ取引 

同左 

 (3) たな卸資産 

① 商品 

 主として移動平均法に

よる低価法によっており

ますが、農水産物、畜産

物及び情報機器は個別法

による低価法によってお

ります。 

(3) たな卸資産 

① 商品 

同左 

(3) たな卸資産 

① 商品 

同左 

 ② 貯蔵品 

 最終仕入原価法によっ

ております。 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除

く）については定額法）に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

 建物     15～50年 

 構築物    15～40年 

 機械及び装置 ８～15年 

 器具及び備品 ６～15年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2) 無形固定資産 

 定額法によっておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 投資その他の資産（受益

者負担金） 

 定額法によっておりま

す。 

(3) 投資その他の資産（受益

者負担金） 

同左 

(3) 投資その他の資産（受益

者負担金） 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

支給見込額基準に基づき計

上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末必要額を計上し

ております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末必要額を計上してお

ります。 

４．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっており

ます。なお、為替予約につ

いては振当処理の要件を満

たしている場合は、振当処

理を行っております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段：為替予約取

引 

 ヘッジ対象：外貨建金銭

債務及び外

貨建予定取

引 

②ヘッジ手段：商品スワッ

プ 

 ヘッジ対象：石油製品等

の購入及び

販売取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① 同左 

 

 

 

 

 

② 同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① 同左 

 

 

 

 

 

② 同左 

 (3) ヘッジ方針 

 当社は、「輸入取引規

程」及び「デリバティブ取

引管理規程」に基づき、通

常の営業過程で生じる輸入

取引に係る為替変動リスク

や石油製品等の価格変動リ

スクをヘッジしておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累計又

は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を比較

し、その変動額等を基礎と

して、ヘッジ有効性を評価

しております。 

 なお、ヘッジの有効性が

高い為替予約取引について

は、有効性の判定を省略し

ております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸

表（財務諸表）作成

のための基本となる

重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより営業利益は48百万円、経

常利益は46百万円、税引前中間純損

失は30億93百万円それぞれ増加して

おります。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

     ──────      ────── 

 
 追加情報 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     ──────  従前、土地再評価に係る繰延税金

資産の処理については、再評価益総

額と再評価損総額を相殺し、相殺後

の再評価益について繰延税金負債を

計上する処理をしておりました。平

成16年２月17日に日本公認会計士協

会監査委員会報告第70号「「その他

有価証券」の評価差額に対する税効

果会計の適用における監査上の取扱

い」が改正され、「その他有価証券

の評価差額及び固定資産の減損損失

に係る税効果会計の適用における監

査上の取扱い」となり、土地再評価

損に係る繰延税金資産は個別に回収

可能性を判断する必要があることが

明確になりました。これを受け、現

在導入の準備を進めている「固定資

産の減損に係る会計基準」の検討の

過程において再評価損のスケジュー

リングの見直しを行い、必要な会計

処理を行った結果、当中間会計期間

末の土地再評価差額金は従前の方法

による場合に比べ29億58百万円減少

し、再評価に係る繰延税金負債は同

額増加しております。なお、中間純

利益への影響はありません。 

 従前、土地再評価に係る繰延税金

資産の処理については、再評価益総

額と再評価損総額を相殺し、相殺後

の再評価益について繰延税金負債を

計上する処理をしておりました。平

成16年２月17日に日本公認会計士協

会監査委員会報告第70号「「その他

有価証券」の評価差額に対する税効

果会計の適用における監査上の取扱

い」が改正され、「その他有価証券

の評価差額及び固定資産の減損損失

に係る税効果会計の適用における監

査上の取扱い」となり、土地再評価

損に係る繰延税金資産は個別に回収

可能性を判断する必要があることが

明確になりました。これを受け、現

在導入の準備を進めている「固定資

産の減損に係る会計基準」の検討の

過程において再評価損のスケジュー

リングの見直しを行い、必要な会計

処理を行った結果、当事業年度末の

土地再評価差額金は従前の方法によ

る場合に比べ29億53百万円減少し、

再評価に係る繰延税金負債は同額増

加しております。なお、当期純利益

への影響はありません。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

１．担保資産及び担保付債務 

(1) 借入金等の担保に供している

資産は次のとおりであります。 

１．担保資産及び担保付債務 

(1) 借入金の担保に供している資

産は次のとおりであります。 

１．担保資産及び担保付債務 

(1) 借入金等の担保に供している

資産は次のとおりであります。 
 
（担保提供資産）  

 百万円

建物 232 

土地 4,565 

有形固定資産 
その他 40 

投資有価証券 524 

計 5,362 
  

 
（担保提供資産）  

 百万円

建物 210 

土地 4,752 

有形固定資産 
その他 41 

投資有価証券 320 

計 5,324 
  

 
（担保提供資産）  

 百万円

建物 245 

土地 4,752 

有形固定資産 
その他 40 

投資有価証券 333 

計 5,371 
   

（対応債務）  

 百万円

短期借入金 4,430 

長期借入金 2,000 

預り保証金 77 

  計 6,507 
  

 
（対応債務）  

 百万円

短期借入金 4,430 

長期借入金 2,800 

  計 7,230 
 

 
（対応債務）  

 百万円

短期借入金 4,430 

長期借入金 2,400 

預り保証金 78 

  計 6,908 
  

(2) 取引保証金の代用として、担

保に供している資産は次のとお

りであります。 

(2) 取引保証金の代用として、担

保に供している資産は次のとお

りであります。 

(2) 取引保証金の代用として、担

保に供している資産は次のとお

りであります。 
 
 百万円

建物 32 

土地 1,617 

有形固定資産 
その他 

1 

投資有価証券 442 

計 2,093 
  

 
 百万円

建物 86 

土地 1,840 

有形固定資産 
その他 

1 

投資有価証券 278 

計 2,207 
  

 
 百万円

建物 83 

土地 1,840 

有形固定資産 
その他 

1 

投資有価証券 287 

計 2,211 
  

２．固定資産における圧縮記帳 

 有形固定資産から控除した圧縮

記帳累計額は89百万円でありま

す。 

２．固定資産における圧縮記帳 

 有形固定資産から控除した国庫

補助金等による圧縮記帳累計額は

89百万円であります。 

２．固定資産における圧縮記帳 

 有形固定資産から控除した圧縮

記帳累計額は89百万円でありま

す。 
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当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

３．保証債務 

(1) 下記の会社の金融機関等から

の借入債務に対して保証を行っ

ております。 

３．保証債務 

(1) 下記の会社の金融機関等から

の借入債務に対して保証を行っ

ております。 

３．保証債務 

(1) 下記の会社の金融機関等から

の借入債務に対して保証を行っ

ております。 
 
 百万円

宮城ネットワーク㈱ 1,733 

  
  

 
 百万円

宮城ネットワーク㈱ 1,803 

㈱パシフィック 30 

計 1,833 
  

 
 百万円

宮城ネットワーク㈱ 1,837 

  
  

（注）宮城ネットワーク㈱に対す

る保証債務は、当社のほか２

社の連帯保証であり、当該連

帯保証契約に基づく当社負担

額は831百万円であります。 

（注）宮城ネットワーク㈱に対す

る保証債務は、当社のほか２

社の連帯保証であり、当該連

帯保証契約に基づく当社負担

額は853百万円であります。 

（注）宮城ネットワーク㈱に対す

る保証債務は、当社のほか２

社の連帯保証であり、当該連

帯保証契約に基づく当社負担

額は877百万円であります。 

(2) 下記の会社の取引上の債務に

対して保証を行っております。 

(2) 下記の会社の取引上の債務に

対して保証を行っております。 

(2) 下記の会社の取引上の債務に

対して保証を行っております。 
 
 百万円

カメイ・シンガポール
PTE.LTD. 13 

(116千米ドル)

カメイオート㈱ 416 

カメイオート北海道㈱ 329 

㈲エヌエス設計 27 

計 786 
  

 
 百万円

カメイ・シンガポール
PTE.LTD. 34 

(304千米ドル)

カメイオート㈱ 298 

カメイオート北海道㈱ 194 

㈲エヌエス設計 17 

計 544 
  

 
 百万円

カメイ・シンガポール
PTE.LTD. 41 

(387千米ドル)

カメイオート㈱ 275 

カメイオート北海道㈱ 190 

㈲エヌエス設計 24 

計 533 
  

４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

────── 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．減価償却実施額は次のとおりで

あります。 

１．減価償却実施額は次のとおりで

あります。 

１．減価償却実施額は次のとおりで

あります。 
 
有形固定資産 611百万円

無形固定資産 347百万円
  

 
有形固定資産 728百万円

無形固定資産 320百万円
  

 
有形固定資産 1,495百万円

無形固定資産 720百万円
  

２．固定資産売却益の内訳 ２．固定資産売却益の内訳 ２．固定資産売却益の内訳 
 
建物 434百万円

機械及び装置 23百万円

その他 15百万円

  計 473百万円
  

 
機械及び装置 3百万円

その他 0百万円

  計 3百万円
  

 
機械及び装置 6百万円

その他 0百万円

  計 7百万円
  

３．固定資産売却損の内訳 ３．固定資産売却損の内訳 ３．固定資産売却損の内訳 
 
土地 912百万円

その他 1百万円

  計 913百万円
  

 
建物 13百万円

土地 7百万円

その他 1百万円

  計 21百万円
  

 
建物 13百万円

土地 10百万円

その他 2百万円

  計 26百万円
  

４．固定資産除却損の内訳 ４．固定資産除却損の内訳 ４．固定資産除却損の内訳 
 
建物 18百万円

構築物 3百万円

解体費用 28百万円

その他 11百万円

  計 61百万円
  

 
建物 21百万円

構築物 12百万円

その他 35百万円

  計 68百万円
  

 
建物 122百万円

構築物 59百万円

解体費用 70百万円

その他 52百万円

  計 305百万円
  

５．   ────── 

 

５．   ────── 

 

５．貸倒引当金繰入額 

 主なものは、関係会社長期貸付

金に引当てた300百万円でありま

す。 
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当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．減損損失 

 当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

６．   ────── 

 

６．   ────── 

 

 
用途 

資産名称 
及び場所 種類 

減損損失 
(百万円) 

エ ネ ル
ギー事業 

ＳＳ（宮城県仙
台市他）53件 

土地及び
建物等 

1,640 

食料事業 
物流倉庫、小売
店舗（宮城県仙
台市他）17件 

土地及び
建物等 837 

その他の
事業 

小売店舗（宮城
県柴田郡）１件 

土地及び
建物等 25 

賃貸資産 
賃貸不動産（宮
城県仙台市他）
２件 

土地及び
建物 

21 

遊休資産 
ＳＳ跡地他（宮
城県仙台市他）
36件 

土地及び
建物等 615 

  

  

 当社はキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、事業用資

産のうち、ＳＳ（サービス・ス

テーション）については１ＳＳ

毎、小売事業については１店舗

毎、それ以外は主として継続的に

収支を把握している管理会計上の

区分に基づいて区分し、賃貸資産

及び遊休資産については、１物件

毎にグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる継続した損

失の計上、時価の著しい下落等が

あったため、上記の資産又は資産

グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額31億40

百万円を減損損失として特別損失

に計上しております。その内訳は

建物７億31百万円、構築物２億90

百万円、土地19億28百万円、その

他１億89百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額または使用

価値により測定しており、正味売

却価額は主として不動産鑑定士に

よる鑑定評価額を使用し、使用価

値は将来キャッシュ・フローを加

重平均資本コスト（ＷＡＣＣ）

7.44％で割り引いて算定しており

ます。 
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（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

（有価証券関係） 

 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 


